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法人事務局 

令和 7 年度事業計画 
 

はじめに 

2035 年を完成年度とする第一期～第三期にわたる中期経営計画を策定した。各期において、法人事
務局の各部門が Vision 実現に向けた目標を設定し、一人一人のミッションを明確にした。 

 

１．Vision『学園の羅針盤となって、次世代へつなぐ『麗澤』の未来を切り開く～TEAM 麗澤、新たな価値の創造～』 

法人事務局として、初の中期経営計画の策定にあたり、我々が目指す姿 Vision を設定した。Vision に
は、次の意味を込めている。『次代に向けて学園の進む道を照らし導く』『次代を担う人材育成と麗澤フランド
を確立する』『麗澤各校と連携・協働し、次代に向けて新たな一歩を踏み出す』 

 

２．中期経営計画（～2028 年度） 

（１）財務戦略 サバイバル時代を生き抜く、確固たる収益基盤・強固な財務基盤を再構築する 
①経常経費、戦略経費の定義明確化。夫々に応じた予算の策定方法・管理を再構築する 
②予実管理の可視化、追加予算・流用の手続き再検討。予算内運営の意識醸成 

（２）人材戦略 学園の進むべき道を照らす人材育成～時代に負けない人材育成制度の構築～ 
①新人事制度の定着と検証。あらたな教育研修制度の導入 
②適正な人員配置。次代に即した柔軟な働き方 

（３）業務プロセス・DX 戦略 業務効率の向上と業務の高度化 ～DX 推進による職場環境カイゼン～ 

①DX＆業務効率化推進委員会（DX によるスリム化・効率化・生産性向上） 

②全教職員の IT スキル向上 

（４）施設・設備戦略 施設コストの平準化、財政負担を軽減する未来を展望するファシリティ整備 
①専門業者 BPO による業務・技術水準の向上、業務効率化・業務負担の軽減 
②各施設データの収集・分析、修繕計画等の策定、効率の良いインフラ維持管理・更新 

（５）収益事業戦略 麗澤の知見とﾈｯﾄﾜｰｸの活用。基盤強化とﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値の向上に貢献する 
①既存事業の見直し、遊休資産の有効活用。損益の黒字化・内部留保の蓄積 
②公益に対する財務貢献の維持 

（６）ブランド戦略 「れいたく」の浸透 ～知徳一体の学校として唯一無二の存在感を示す～ 
①麗澤らしさ（ブランド）の理解浸透 
②麗澤各校及びモラロジー道徳教育財団との連携 

（７）将来構想戦略 各部門連携し、学園の未来創造を牽引する～新たな価値の創造。チャレンジ！～ 
①中期経営計画 PDCA サイクルの管理徹底 

（８）内部統制システム 
①「経営管理・リスク管理・コンプライアンス・監査環境」の４本柱を軸として、透明で適正な業務の運営

体制の整備と実行。関連法令及び規程の遵守 
②内部統制システムの体制と実態に齟齬がないか確認と改善 

 

 

 

 



 

 

３．主な事業計画（アクションプラン） 

（１）財務戦略 サバイバル時代を生き抜く、確固たる収益基盤・強固な財務基盤を再構築する 

①各部署の予算執行の管理体制を強化し、有効な予算執行と支出の抑制を図る 

②寄付金等の収入増加に繋がる新たな施策を検討し、実行する 

③教職員に向けた財務研修等による財務状況の理解浸透を図る 

（２）人材戦略 学園の進むべき道を照らす人材育成～時代に負けない人材育成制度の構築～ 

①時代に即した働き方・人事制度（定着）の推進 

②人員の最適化による人員計画の策定 

③教育・研修制度の整備・推進による人材循環の活性化 

（３）業務プロセス・DX 戦略 業務効率の向上と業務の高度化 ～DX 推進による職場環境カイゼン～ 

①DX＆業務効率化推進委員会を継続運用し、法人の DX 推進を見据えて、 

まずは部署ごとの DX 推進をサポートする 

②全教職員の IT スキル向上のため、業務アプリケーション及び生成 AI 等の活用方法講習会を 

定期的に開催する 

（４）施設・設備戦略 施設コストの平準化、財政負担を軽減する未来を展望するファシリティ整備 

①統括管理業務委託業者と協力したファシリティデータの収集・整理 

②中長期修繕計画を基にした主要建物の実施計画を策定 

③中高エリアを中心とした園内インフラの更新計画の策定 

（５）収益事業戦略 麗澤の知見とﾈｯﾄﾜｰｸの活用。基盤強化とﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値の向上に貢献する 

①関連企業、校友会、保護者会及び後援会等との連携・協働による新たな収益事業の創出 

②学内遊休施設の活用 

③事業別の損益管理の徹底、黒字・安定化に向けた既存事業の収益力向上 

（６）ブランド戦略 「れいたく」の浸透 ～知徳一体の学校として唯一無二の存在感を示す～ 

①本学園のブランドポジションの検討 

②教職員意識醸成のインナーブランディング実施 

③新たな寄付方法（返礼品寄付金）の実施と拡大 

（７）将来構想戦略 各部門連携し、学園の未来創造を牽引する～新たな価値の創造。チャレンジ！～ 

①定期的なアクションプランの進捗確認 

②法人重要会議への報告・提案 

（８）内部統制システム 

①経営管理  

１．私学法改正を順守した会議体制の整備、役員改選の管理 

２．外部理事、外部評議員との綿密なコミュニケーションの実施 

②リスク管理 

１．柏キャンパス消防計画の整備 

２．瑞浪・新宿キャンパスの備蓄品整備 

３．リスク発生時の対応・検証 

③コンプライアンス 

１．私学法改正に対応したコンプライアンス体制の整備 

２．計画的な教育研修の実施による教職員のコンプライアンス意識の醸成と定着 

④監査環境 

１．私学法改正に対応した監査体制の整備 

２．監事の職務遂行支援の強化 

３．公的研究費等の監査を中心とした内部監査体制の進化 



 

 

麗澤大学  

令和 7 年度事業計画 
 
はじめに 

中期計画の第 2 期（2023～2025 年度）においては、「世界と地域に貢献する品格あるグローカル人
材の育成」を教育目標とし、現代の混沌とした社会を切り開く「対話と智恵とテクノロジーで課題を解決できる
人材」を育てるとともに、特色ある文理融合型総合大学として、サステナブルな教育・研究活動を展開していく。 
 

1. Vision 『世界と地域に貢献する品格あるグローカル人材の育成 』 

➢ 対話と智恵とテクノロジーで課題を解決できる人材 
➢ キャンパスを飛び出し、世界や地域と直に触れ合い、お互いに切磋琢磨する 

 
2. 中期計画（～2025 年度） 

（1）文理融合・横断型のサステナビリティ教育 

①学修者本位の教育の質の向上 
②カリキュラム作成、実施 
③麗大生の知の基盤の構築 
④課題発見、課題解決型学習の充実 
⑤成長を感じる学習効果の提供 
⑥知徳一体、道経一体の教育 
⑦学生のアイディアの社会実装 

（2）ニューノーマル時代の学生支援 

①教育 DX の推進 
②学生が主体的・意欲的に活動できる支援 
③学生コミュニティの醸成 
④キャリア支援 

（3）麗澤中高・麗澤瑞浪中高との教育連携 
①高大連携体制の構築 
②入学前のきめ細かい対応 

（4）新たな知を創出する研究活動 
①知の共創 
②社会課題の解決 
③Ed Tech の開発と利用 
④知の発信 

（5）選ばれる大学になるための新しい取り組み 
①地域に愛される大学づくり 
②世界から選ばれる大学づくり 
③麗澤大学の魅力を伝える広報活動 

 
 
 
 
 



 

 

3. 主な事業計画（アクションプラン） 

（1）文理融合・横断型のサステナビリティ教育 

①品格あるグローカル人材育成に資する事業・イベントの充実 
②知徳一体、道経一体への理解を深める専門科目の実施と体系化の強化 
③産学連携・地域連携型学習、アントレプレナーシップ教育の充実 
④デザイン思考に基づく社会課題解決型・実践型教育の推進 
⑤Ed Tech の活用による学習効果の多面的な評価と可視化の推進 
⑥データサイエンス、AI 等のリテラシー教育による学部横断教育の推進 
⑦SDGs フォーラム等を通じた、サステナビリティに対する意識の向上 

（2）ニューノーマル時代の学生支援 
①Ed Tech の活用による学生の個別学習・キャリア支援体制の整備 
②アンケートや満足度調査による学生の意向・ニーズの把握を通じた、 

学生とのコニュニケーション・対話強化、学生支援の推進 

③学生相互によるサポート体制の整備、メンタルヘルスリテラシー教育の充実 

（3）麗澤中高・麗澤瑞浪中高との教育連携 
①アントレプレナーシップ高大連携の推進 
②データサイエンスワークショップの実施 
③課外活動を通した教育連携の実施 
④道徳教育の教育・研究を通じた教員間交流の実施 
⑤通信制課程への教育支援 

（4）新たな知を創出する研究活動 
①大学内外の研究コミュニティと連携した、学際的なアプローチによる研究提案活動の支援 
②地域や産業との共同研究や連携活動を通じた、社会課題解決型研究プロジェクトの立上げ支援 
③シンポジウム、公開講座等を通じた、SDGs や地域の課題解決等における本学の取組、 

蓄積された知の共有・発信 
④外部研究資金の活用による独創的な研究の推進 

（5）選ばれる大学になるための新しい取り組み 

①新たな入試方式の活用による多様な学生の確保 
②教育システム改革（セメスター・クォーター制の併用、100 分授業、アクティブラーニング）の定着 
③学生主体による課外活動の活性化 
④地域連携・産学連携研究や学習を通じた地域・学校等との交流 
⑤東南アジア圏・台湾との留学生受け入れ・派遣のための奨学金制度の充実とさらなる活用の検討 
⑥キャリア教育を通した、企業に選ばれる人材の育成 

 

 
 

 
 
 

 
 



 

 

麗澤中学・高等学校  

令和 7 年度事業計画 
 
はじめに 

中期経営計画の第１期（～2028 年度）では、原点である道徳教育と最先端教育の融合（道徳教
育×探究×グローバル×DX）、規律の正しさと道徳観・自主性や協調性を育む教育、通信制課程の充実・
発展等を進めていく。 
 
１．Vision 『グローバルな舞台で輝く、叡智を持った人材の育成 ～TEAM REITAKU 未来のとびらを切り開く～ 』 

➢ 国内外の様々な分野で活躍する可能性を秘めた人材育成 
➢ 知徳一体で培われた、品性と道徳性をもった人材を目指し、教職員・生徒が共に成長する 
 

２．中期経営計画（～2028 年度） 

（1）教育内容的戦略 

①学校全体に浸透する道徳教育の推進と実践型カリキュラムの開発 

②探究学習の充実・強化と DX ハイスクールとして、デジタル環境および育成カリキュラムの整備 

③交換留学プログラム、海外校との交流プログラム提供（ターム制留学制度の新設） 
④進学実績の向上（国公立+早慶上理 GMARCH 以上へ進学＝学年全体の 50％以上） 

（2）寮教育・生徒指導・特活指導教育戦略 
①道徳をベースとする学校生活の指針『麗澤スピリット』の定義づくりと浸透 
②寮生活を通じた『麗澤スピリット』の実践 
③学習時間と部活動の両立を可能とする時代に合った仕組み・体制の導入 

（3）通信制課程戦略 

①特色ある教育スタイルの確立（他校差別化、進学実績向上） 

②通信制課程を通じた『麗澤教育』、及び『麗澤スピリットの育成』プログラムの開発 

（4）経営・人材教育戦略 
①教育収支差額の赤字解消 
②専門性の垣根を超えた、横断型組織への進化 
③AI・ビッグデータなどの新たなテクノロジーの活用した『EdTech』人材の育成 
④学校教員キャリアパスの策定・評価制度の向上と業務改革 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



 

 

３．主な事業計画（アクションプラン） 

 （1）教育内容的戦略 

①学校全体に浸透する道徳教育の推進 
②探究学習プログラムの充実（特色ある学習） 

A）自分プロジェクトの拡充 
B）DX ハイスクール（デジタル化の推進） 
C）SSH 体制整備 

③留学・海外交流プログラムの提供 
A）留学プログラムの整理 
B）ターム留学・海外校との連携強化 

④進学実績の維持・向上 
A）選択コース制の見直し 
B）夜間講座の見直し 

（2）寮教育・生徒指導・特活指導教育戦略 
A）「最高道徳」を基盤とした社会に求められる学校生活についての定義づくりと浸透 
B）寮生活の理念「自我没却神意実現之自治制」を踏まえた寮教育の実践 
C）学習時間と部活動の両立を可能とする自己管理能力の育成 

（3）通信制課程戦略 
A）全日制併設校独自の教育カリキュラムの確立 
B）地域関係機関と連携・協働を通した「麗澤スピリット」の育成 

（4）経営・人材教育戦略 
①教育収支差額の赤字解消 

A）学費見直し 
B）"人件費コントロール（入試・ｺｰｽ見直しは進学実績を参照）" 

②専門性の垣根を超えた横断型組織への進化 
A）教職員の交流・意識改革 
B）探究学習（総合型選抜）への理解促進 
C）新しいテクノロジーを活用した『EdTech』を推進する人材の育成  

③学校教員キャリアパスの策定・評価制度の向上と業務改革 
 

 
以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

麗澤瑞浪中学・高等学校 

令和 7 年度事業計画 
 
はじめに 

中期経営計画の第 1 期（～2028 年度）では、従前の計画（部活動強化、学習・進路強化）を継承
しつつ、アジア地域の未来を担う人材育成を目的として、外国人留学生の募集を開始し、かつ２１世紀型の
教育課程の募集を開始する。これらを軸として生徒数の増強・規模拡大を目指す。基盤の整備・再構築を
進め、成長軌道の歩みを確実なものとする。 

 
1. Vision 『世界で活躍する人材の育成～私の未来は私が創る～』 

➢ 瑞浪の広大なキャンパス・緑豊かな自然、他校に無い環境を活かし、従来の枠にとらわれない２１世
紀型（アントレプレナーシップ）教育を実現する 

➢ ハイレベルな教育に加え、国際性や日本文化・スポーツ等を通じた多様性の学びを求め、日本全国・
台湾・タイをはじめ世界から生徒が集う学校を目指す 

 
2. 中期経営計画（～2028 年度） 

（1）人づくり戦略 
①教育理念の理解促進と浸透 
②勤務形態の見直し(校内総チーム制の検討) 
③教員の個別最適勤務(公平性の高い評価制度) 
④外部連携による教員の業務量削減と調整(選択と集中促進) 

（2）教育戦略 
①建学の理念の今日的視点による検証 

②育てる生徒像の明確化 
③環境を活かしたプログラム検討 
④２１世紀型教育カリキュラム整備と実施 

（3）募集戦略 
①ターム毎のターゲットの明確化 
②部活動募集体制の構築 
③海外留学生受け入れ体制の構築（台湾、タイ） 

（4）経営戦略 
①増収基調への転換 
②支出の見直し・抑制 
③戦略経費の積極投入 
④施設計画の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

3. 主な事業計画（アクションプラン） 

（1）人づくり戦略 

①理念理解の場の提供 

②道徳の授業の再整備 

③校内総チーム制 

④個別最適勤務と公平な評価制度 

（2）教育戦略 

①教育理念の具現化 

②アントレプレナーシップコース 

③ケンブリッジ国際 A レベル 

（3）募集戦略 

①部活動募集体制の強化(ゴルフ部・陸上部長距離部門) 

②帰国子女へのアプローチ(指定校制度・事前相談制度の導入)  

③海外留学生受け入れ体制の整備(日本語教員・寮指導担当者の確保) 

④新コースの効果的な打ち出し方法の検討と実施 

（4）経営戦略 

①外国人留学生受け入れ体制および制度構築 

②アントレプレナーシップコースの新設検討と実現 

 

以上 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 



 

 

麗澤幼稚園 

令和 7 年度事業計画 
 

はじめに 

中期経営計画の第 1 期（～2028 年度）では、持続可能な経営基盤の再構築を目標に掲げ、満三歳

児教育の充実（定員確保）と組織・運営体制の見直し、コンパクト化の両立を進めていく。 

 

1. Vision 『世界につながる“こころ”を育てる幼稚園』 

➢ 従前の Vision を継承しつつ、次の①～④のとおりに言葉の意味や想いを再定義した。 
①日本人としてのアイデンティティーの獲得 

②積極的に世界に繋がろうとする意欲を育てる 

③自分で考える力を育む 

④世界を知り、多様性への理解を育む 
 

 

2. 中期経営計画（～2028 年度） 

（1）教育戦略 

①豊かな「体験」を通して「考える力」を育む教育プログラムの開発 

②保育プログラム（世界につながる「こころ」を育てる麗澤教育）の体系化・整理 

③保育体制の見直し・整備 

（2）募集広報戦略 

①子育て世帯に向けた積極的・効果的な情報発信（SNS 等の積極活用） 

②行政、地元メディアや企業等との連携、オープンイベントの開催、など 

（3）人材育成・働き方改革 

①教員参加型の体験・考える力を育む教育プログラム開発、麗澤各校との連携・交流 

②教育理念・Vision・中期経営計画・グローアップシートに至る一気通貫の評価体制 

③組織改革と DX 化・業務外注化の推進 

（4）経営戦略 

①収入拡大への取組み 

②人員の適正化・人件費の抑制 

③黒字化・収支の安定に向けた課題整理と対応検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

3. 主な事業計画（アクションプラン） 

（1）教育戦略 
１．子どもたちの豊かな体験を提供するため、麗しの杜との交流・シャボン玉イベントを実施する。幼稚園にお

ける DX プログラムの実施について検討する。 
２．幼稚園版言語技術教育の開発に向けて、カリキュラムの検討・保育への部分的な取入れを行う。現在

行っている日本文化に親しむ教育についてリストアップしまとめる。 
３．保育活動整理削減のため、活動のリストアップ・整理を行う。試験的な実施と振り返りを行う。 
４．預かり保育の体制を再構築し、定員増に向けた試験的な実施を行いながら、課題整理と見直しを行う。 
５．２歳保育の開始に伴い、課題点を整理しながら安定した運用を行う。１歳保育プログラムを強化・外注

し、接触者数増を目指す。 

（2）募集広報戦略 
１．子育て世帯に向けたイベント開発を行う。 
２．Instagram への記事投稿、LINE 会員に対する情報提供を実施するなど、SNS の活用を推進する。 

３．地元メディア・企業・低年齢ｽｸｰﾙ、行政・病院、子育て支援機関との連携を模索する。 
４．見学会・説明会・子育て支援事業の実施時期の見直し及びブラッシュアップを実施する。 

（3）人材育成・働き方改革 

１．教員参加型の体験・考える力を育むプログラム開発を通して、プロジェクトを自分たちで企画・運営できる     
人材を育成する。 

２．教育理念・Vision・中計・グローアップシートに至る一気通貫の評価体制を構築に向けた教職員の意識 
合わせ及びグローアップシートへ中計アクションプランの落とし込みを行う。 

３．プロジェクトにおける評価基準や評価の在り方を検討・策定し、教職員への説明を行う。 

（4）経営戦略 
１．人事課と協働し、処遇改善加算Ⅱの獲得に向けたキャリアパスの洗い出し、試案の策定を行う。 
２．2 歳児プログラムの早期導入を行い、課題点を整理しながら満 3 歳保育定員確保を目指す。 

３．人員の適正化に向けて専任教員数を維持する。 
４．黒字化・収支の安定化に向けた課題整理を財務経理課と協働し実施する。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅱ．組織  

１． 役員・評議員（2025年 4 月 1 日現在） 

 

理事（定数 13 人、現員 13 人） 

理 事 長  廣池幹堂 

副理事長  長井孝介 

常務理事  徳永澄憲、山﨑裕二、小西直之 

理  事  岩澤知子、唐木重典、櫻井 讓、鈴木規子、西 裕康、橋本光世、 

藤田知則、松浪 進 

 

監事（定数 2～3 人、現員 2 人） 

濱井利一、風澤俊夫 

 

評議員（定数 27 人、現員 27 人） 

安達  肇、岩澤知子※、大木悦子、唐木重典※、川島正敬、黒須里美、小出  進、琴谷達郎、 

小西直之※、近藤明人、櫻井 讓※、白澤美幸、鷲見仁美、竹政幸雄、田村 環、徳永澄憲※、 

中山理恵、西 裕康※、野林靖彦、廣池幹堂※、藤田知則※、古川正儀、堀内一史、 

松浪 進※、山﨑裕二※、渡邊 信、廣池慶一 

※印は理事兼任者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２． 組織図（2025 年 4 月 1 日現在） 

 



 

 

Ⅲ．予算 

１． 資金収支予算 

 

 
 

 

 

 

 

令和7年4月1日から

令和8年3月31日まで

（単位　円）

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    学生生徒等納付金収入 5,019,771,000 　         4,512,120,000 　         507,651,000 　           

    手数料収入 88,434,000 　            92,389,000 　            3,955,000  △            

    寄付金収入 471,985,000 　           435,956,000 　           36,029,000 　            

    補助金収入 1,506,921,000 　         1,295,143,000 　         211,778,000 　           

    資産売却収入 521,293,000 　           1,293,000 　             520,000,000 　           

    付随事業・収益事業収入 725,192,000 　           733,080,000 　           7,888,000  △            

    受取利息・配当金収入 199,000,000 　           199,000,000 　           0 　                     

    雑収入 130,880,000 　           128,086,000 　           2,794,000 　             

    借入金等収入 0 　                     0 　                     0 　                     

    前受金収入 2,079,553,000 　         0 　                     2,079,553,000 　         

    その他の収入 1,502,000,000 　         2,631,638,000 　         1,129,638,000  △        

    資金収入調整勘定 2,079,613,000  △        1,498,216,000  △        581,397,000  △          

収入の部合計 14,469,142,000 　        12,111,235,000 　        2,357,907,000 　         

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    人件費支出 4,230,710,000 　         4,037,956,000 　         192,754,000 　           

    教育研究経費支出 1,836,773,000 　         1,937,519,000 　         100,746,000  △          

    管理経費支出 1,285,927,000 　         1,246,701,000 　         39,226,000 　            

    借入金等利息支出 0 　                     0 　                     0 　                     

    借入金等返済支出 0 　                     0 　                     0 　                     

    施設関係支出 837,756,000 　           598,036,000 　           239,720,000 　           

    設備関係支出 159,923,000 　           212,680,000 　           52,757,000  △           

    資産運用支出 1,500,000,000 　         2,621,638,000 　         1,121,638,000  △        

    その他の支出 60,634,607 　            77,420,255 　            16,785,648  △           

    〔予備費〕 20,000,000 　            20,000,000 　            0 　                     

    資金支出調整勘定 39,414,000 　            0 　                     39,414,000 　            

    翌年度繰越支払資金 4,498,004,393 　         1,359,284,745 　         3,138,719,648 　         

支出の部合計 14,469,142,000 　        12,111,235,000 　        2,357,907,000 　         

資金収支予算書

収入の部

支出の部



 

 

２． 事業活動収支予算 

 

 
 

 

 

 

令和7年4月1日から

令和8年3月31日まで

（単位　円）

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    学生生徒等納付金 5,019,771,000 　         4,512,120,000 　         507,651,000 　           

    手数料 88,434,000 　            92,389,000 　            3,955,000  △            

    寄付金 473,762,000 　           434,972,000 　           38,790,000 　            

    経常費等補助金 1,496,921,000 　         1,295,143,000 　         201,778,000 　           

    付随事業収入 719,592,000 　           711,080,000 　           8,512,000 　             

    雑収入 130,880,000 　           128,086,000 　           2,794,000 　             

    教育活動収入計 7,929,360,000 　         7,173,790,000 　         755,570,000 　           

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    人件費 4,233,651,000 　         4,112,671,000 　         120,980,000 　           

    教育研究経費 3,138,799,000 　         3,199,789,000 　         60,990,000  △           

    管理経費 1,537,196,000 　         1,481,143,000 　         56,053,000 　            

    徴収不能額等 0 　                     0 　                     0 　                     

    教育活動支出計 8,909,646,000 　         8,793,603,000 　         116,043,000 　           

        教育活動収支差額 980,286,000  △          1,619,813,000  △        639,527,000 　           

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    受取利息・配当金 199,000,000 　           199,000,000 　           0 　                     

    その他の教育活動外収入 5,600,000 　             22,000,000 　            16,400,000  △           

    教育活動外収入計 204,600,000 　           221,000,000 　           16,400,000  △           

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    借入金等利息 0 　                     0 　                     0 　                     

    その他の教育活動外支出 0 　                     0 　                     0 　                     

    教育活動外支出計 0 　                     0 　                     0 　                     

        教育活動外収支差額 204,600,000 　           221,000,000 　           16,400,000  △           

            経常収支差額 775,686,000  △          1,398,813,000  △        623,127,000 　           

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    資産売却差額 17,160,000 　            0 　                     17,160,000 　            

    その他の特別収入 15,565,000 　            65,482,000 　            49,917,000  △           

    特別収入計 32,725,000 　            65,482,000 　            32,757,000  △           

科 目 令和7年度予算 令和6年度予算 増　　　減

    資産処分差額 0 　                     0 　                     0 　                     

    その他の特別支出 0 　                     1,019,000 　             1,019,000  △            

    特別支出計 0 　                     1,019,000 　             1,019,000  △            

        特別収支差額 32,725,000 　            64,463,000 　            31,738,000  △           

〔予備費〕 20,000,000 　            20,000,000 　            0 　                     

基本金組入前当年度収支差額 762,961,000  △          1,354,350,000  △        591,389,000 　           

基本金組入額合計 751,334,000  △          453,247,000  △          298,087,000  △          

当年度収支差額 1,514,295,000  △        1,807,597,000  △        293,302,000 　           

前年度繰越収支差額 11,715,424,000  △       10,475,679,159  △       1,239,744,841  △        

基本金取崩額 1,623,609,000 　         1,495,101,000 　         128,508,000 　           

翌年度繰越収支差額 11,606,110,000  △       10,788,175,159  △       817,934,841  △          

(参考)

8,166,685,000 　         7,460,272,000 　         706,413,000 　           

8,929,646,000 　         8,814,622,000 　         115,024,000 　           

事業活動収入計
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